

































































































































































































について、合意により締結や変更がなされるべき旨を定め（同法 1 条、3 条、

































































































































































































































































































近年我が国の民法典が改正され、584 条の 2 ～同条の 4 まで、「定型約款」
の取扱いに関して明文規定が設けられた。すなわち、改正民法 584 条の 2








































































































































































































































































































例」『季刊教育法』204 号 54 頁以下等。
８）石川多加子「日本国憲法といわゆる「校則」」季刊教育法 204 号 14






の教育法学的検討｣『日本教育法学会年報』46 号 157 頁以下、日本共
産党東京都議会議員団「都立高校における校則の全校調査結果について」
https://www.jcptogidan.gr.jp/category01/2020/0305_1697　（2020
年 11 月 8 日　22 時 58 分閲覧）等。





































15）最判昭和 43 年 12 月 25 日民集 22 巻 13 号 3459 頁。
16）荒木、前掲注 14、355 頁以下、菅野和夫『労働法（第 11 版）』弘文堂
2016、194 頁以下等。
17）下井隆史「就業規則の法的性質」日本労働法学会編・現代労働法講座
10 巻 293 頁、菅野和夫『労働法（初版）』弘文堂 1985、93 頁等。
18）荒木、前掲註 14）、357 頁。
19）荒木、前掲註 14）、362 頁、菅野、前掲註 16），196 頁等。
20）荒木、前掲註 14）、455 頁、菅野、前掲註 14）、659 頁等。
21）東京地裁昭和 55 年 12 月 15 日労判 354 号 46 頁。
22）神戸地裁平成 22 年 3 月 26 日判決、労判 1006 号 49 頁（原審）、
大阪高裁平成 22 年 10 月 27 日判決、労判 1020 号 87 頁（控訴審）。
23）福岡地裁小倉支部平成 9 年 12 月 25 日決定、労働判例 732 号 53 頁。
24）大阪高裁令和元年 9 月 6 日判決、労働判例 1214 号 29 頁。
25）熊本地判昭和 60 年 11 月 3 日、判タ 570 号 33 頁。
26）神戸地判平成 6 年 4 月 27 日、判タ 868 号 159 頁。
27）最判平成 8 年 7 月 18 日、判タ 936 号 201 頁。
28）前掲註 25）判決。
29）最判昭和 52 年 3 月 15 日民集 31 巻 2 号 234 頁。
30）石川、前掲注 6、季刊教育法 204 号 16 頁。
　　北川邦一「子どもの権利と学校の規律権能―子どもの権利条約批准にあ
たっての ｢学校＝法外特殊部分社会｣ 論批判―」大手前女子短期大学・













































　　（2020 年 11 月 12 日 16 時 25 分閲覧）
　　更に学則を定型約款と見なすという条項を挿入しているものとして、
　　 中 村 学 園 短 期 大 学 学 則 https://bwu.bunka.ac.jp/outline/images/pdf/
gakusoku20_02.pdf（2020 年 11 月 12 日 16 時 24 分閲覧）等。
　　現時点では微妙であるとされるものにつき、前掲註 43）、297 頁等。






























51）米沢広一『憲法と教育 15 講』（第 4 版）2016 北樹出版 42 頁。
52）石川恵美子「校則と社会通念」『児童心理』48 巻 16 号 129 頁以下、
　　永井憲一「学校規則と児童・生徒の人権」法政大学現代法研究所叢書 5
『教育法学の現代的課題』1984 日本評論社 49 頁、
　　大島佳代子『多様性時代だから見直す「学校のきまり」「校則」『教職研
修』546 号 25 頁。
　　また柿沼は、先の丸刈り校則の判例を、今日の実態を踏まえて、茶髪な
ど身体の一部への校則による強制と置き換えて考えてみることを指摘
し、校則等の生徒心得は強制力はないものと解すべきと改めて述べてい
る。この点について、柿沼昌芳『学校の生活指導・保護者の心得帳』同
時代社 2014、144 頁以下。
53）美容専門学校における学科科目である「関係法規・制度」の教科書には、
「美容所で、頭髪にパーマネントウェーブをかけたり、セットしたりする
ことは日常生活の一部となっている」、「このことにより、人はその容姿
を美しく整えることができ、楽しい気持ちで毎日の生活を送ることがで
きる」と明記されていることがその証左であろう。
　　日本理容美容教育センター編『関係法規・制度 2』2019、39 頁。
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